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２０２３年日本政府年次報告 

「民間職業仲介事業所に関する条約（第１８１号）」 

（２０１６年６月１日～２０２３年５月３１日） 

 
１．質問（ａ）について 

前回までの報告中、 

「○職業安定法（１９４７年法律第１８１号）」 

を 

「○職業安定法（１９４７年法律第１４１号）」 

に改める。 

 

〔第１条〕 

前回までの報告に追加又は変更すべき事項はない。 

 

〔第２条〕 

前回までの報告に追加又は変更すべき事項はない。 

 

〔第３条〕 

前回までの報告に追加又は変更すべき事項はない。 

 

〔第４条〕 

前回までの報告に追加又は変更すべき事項はない。 

 

〔第５条〕 

前回までの報告に追加又は変更すべき事項はない。 

 

〔第６条〕 

前回までの報告中、 

「（ⅱ）個人情報の取扱い 

 職業紹介事業者は、その業務に関し、求職者の個人情報を収集し、保管し、又は使用す

るに当たっては、本人の同意がある場合その他正当な事由がある場合を除き、その業務の

目的の達成に必要な範囲内で求職者の個人情報を収集し、当該収集の目的の範囲内でこれ

を保管及び使用しなければならず、また、求職者の個人情報を適正に管理するために必要

な措置を講じなければならないこととされている（職業安定法第５条の４）。」 

を 

「（ⅱ）個人情報の取扱い 

 職業紹介事業者は、その業務に関し、求職者の個人情報を収集し、保管し、又は使用す

るに当たっては、本人の同意がある場合その他正当な事由がある場合を除き、その業務の
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目的の達成に必要な範囲内で、当該目的を明らかにして、求職者の個人情報を収集し、当

該収集の目的の範囲内でこれを保管及び使用しなければならず、また、求職者の個人情報

を適正に管理するために必要な措置を講じなければならないこととされている（職業安定

法第５条の５）。」 

に改める。 

 

また、前回までの報告中、 

「（ⅲ）指針 

   イ 職業紹介事業者、労働者の募集を行う者、募集受託者、労働者供給事業者等が均

等待遇、労働条件等の明示、求職者等の個人情報の取扱い、職業紹介事業者の責務、募集

内容の的確な表示等に関して適切に対処するための指針（１９９９年労働省告示第１４１

号）（以下「安定法指針」という。）」 

を 

「（ⅲ）指針 

   イ 職業紹介事業者、求人者、労働者の募集を行う者、募集受託者、募集情報等提供

事業を行う者、労働者供給事業者、労働者供給を受けようとする者等がその責務等に関し

て適切に対処するための指針（１９９９年労働省告示第１４１号）（以下「安定法指針」

という。）」に改める。 

 

〔第７条〕 

前回までの報告に追加又は変更すべき事項はない。 

 

〔第８条〕 

前回までの報告に追加又は変更すべき事項はない。 

 

〔第９条〕 

前回までの報告に追加又は変更すべき事項はない。 

 

〔第１０条〕 

前回までの報告中、 

「さらに、労働者派遣をする事業主又は派遣先が労働者派遣法等に違反する事実がある場

合においては、派遣労働者は、その事実を厚生労働大臣に申告することができることとさ

れており、また、労働者派遣をする事業主又は派遣先は、上記申告をしたことを理由とし

て、派遣労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならないこととされている（同

法第４９条の３）。」 

の下に、 

「２０１８年に労働者派遣法が改正され、派遣労働者の同一労働同一賃金に関するトラブ

ルの早期解決を目的に、裁判をせずに解決する手続として新たに都道府県労働局長による

紛争の解決の援助及び紛争調整委員会による調停の手続きが整備された。（労働者派遣法
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第４７条の７、第４７条の８）」 

を追記する。 

 

〔第１１条及び第１２条〕 

前回までの報告中、 

「さらに、２０１２年４月からは、子ども手当に代わり、「児童手当法の一部を改正する

法律」（２０１２年４月１日施行）が施行され所得制限額未満の方に対しては、特別措置

法と同額の児童手当を支給し、所得制限額以上の方に対しては特例給付として、児童１人

当たり月額５千円を支給することとなった（所得制限は２０１２年６月分から適用）。」 

を 

「さらに、２０１２年４月からは、子ども手当に代わり、「児童手当法の一部を改正する

法律」（２０１２年４月１日施行）が施行され所得制限額未満の方に対しては、特別措置

法と同額の児童手当を支給し、年収９６０万円（※）以上の者に対しては特例給付とし

て、児童１人当たり月額５千円を支給することとなった（所得制限は２０１２年６月分か

ら適用）。 

（※）年収１０３万円以下の配偶者と児童２人がいる場合」 

に改め、 

「２０２１年に児童手当法が改正され、年収１，２００万円（※）以上の者は特例給付の

支給対象外とされた（２０２２年６月分から適用）。 

（※）年収１０３万円以下の配偶者と児童２人がいる場合」 

を追記する。 

 

前回までの報告中、 

「（２）有期労働契約の反復更新の下で生じる雇止めに対する不安を解消し、また、期間

の定めのあることによる不合理な労働条件を是正することにより、有期労働契約で働く労

働者が安心して働き続けることができる社会を実現するため、労働契約法を改正し、①有

期労働契約が繰り返し更新された場合に、労働者の申込みにより期間の定めのない労働契

約に転換させる仕組み、②判例で確立された雇止め法理（一定の場合には、使用者による

雇止めが認められないルール）の法定化、③有期契約労働者と無期契約労働者との間で、

期間の定めがあることによる不合理な労働条件の相違を設けることを禁止するルール、の

３つのルールを新たに盛り込んだ（２０１３年４月１日全面施行）」 

の下に、 

「（③については、「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」（平成

３０年法律第７１号）にて「短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関す

る法律」（平成５年法律第７６号）に統合された（２０２０年４月１日施行（中小企業に

ついては２０２１年４月１日から適用）））」 

を追記する。 

 

また、２０１４年年次報告によって改正された２０１０年年次報告別添１「○ 労働契約

法」のうち 
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「（期間の定めがあることによる不合理な労働条件の禁止） 

第二十条 有期労働契約を締結している労働者の労働契約の内容である労働条件が、期

間の定めがあることにより同一の使用者と期間の定めのない労働契約を締結している労働

者の労働契約の内容である労働条件と相違する場合においては、当該労働条件の相違は、

労働者の業務の内容及び当該業務に伴う責任の程度（以下この条において「職務の内容」

という。）、当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事情を考慮して、不合理と認

められるものであってはならない。」 

を削除する。 

 

前回までの報告中、 

「さらに、２０１５年に労働者派遣法が改正され、以下の内容が盛り込まれた。 

・派遣元事業主に対し、派遣労働者に対する計画的な教育訓練や、希望者へのキャリアコ

ンサルティングの義務化 

・派遣元事業主に対し、派遣期間終了時の雇用安定措置（雇用を維持するための措置）を

講じることを課すこと（３年見込みは義務、１年以上３年未満は努力義務） 

・派遣元事業主に対し、賃金決定等の際に考慮した内容の派遣労働者への説明の義務化 

・派遣先に対し、派遣元事業主の求めに応じて、派遣先の労働者の賃金水準に関する情報

提供や教育訓練の実施の配慮義務化 

・派遣先に対し、派遣先の労働者が利用する福利厚生施設を派遣労働者が利用する機会を

与えることを配慮義務化」 

の下に、 

「さらに、２０１８年に労働者派遣法が改正され（２０２０年４月１日施行）、以下の内

容が盛り込まれた。 

・不合理な待遇差を解消するための規定の整備 

・労働者に対する待遇に関する説明義務の強化 

・行政による履行確保措置及び裁判外紛争解決手続（行政ＡＤＲ）の整備」を追記する。 

 

〔第１２条〕 

前回までの報告に追加又は変更すべき事項はない。 

 

〔第１３条〕 

前回までの報告に追加又は変更すべき事項はない。 

 

２．質問（ｂ）について 

【２０１７年条約勧告適用専門家委員会のダイレクトリクエストについて】 

（１）三人委員会勧告のフォローアップ（ＩＬＯ憲章第２４条に基づく申立て） 

（ｉ）改正派遣法と条約第１条との関係 

２０１５年及び２０１８年の労働者派遣法改正において、条約第１条と関係する改

正は行われていない。引き続き、２０１０年の政府見解で述べたとおり、ＩＬＯ第１８

１号条約第１条第１項ｂにおいては、「民間職業仲介事業者」の定義として「第三者の
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利用に供することを目的として労働者を雇用することから成るサービス」をその一つ

として規定しており、この点、労働者派遣法においては、労働者派遣とは「自己の雇用

する労働者を、当該雇用関係の下に、かつ、他人の指揮命令を受けて、当該他人のため

に労働に従事させること」と定義しており、我が国の労働者派遣制度はＩＬＯ第１８

１号条約第１条第１項ｂに適合したものである。また、第１１条にも関係するが、２０

１５年改正派遣法は派遣元事業主に対し、派遣期間終了時の雇用を維持するための措

置を講じることを課すなど、派遣労働者の保護を強めている。 

 

（ⅱ）改正派遣法と条約第５条との関係 

２０１５年の年次報告で述べたとおり、労働者の労働条件について差別的取扱をし

てはならない旨定めた労働基準法第３条は、労働者派遣法第４４条第１項により、派

遣元事業主・派遣先事業主の双方に対し、適用されており、労働基準関係法令違反が認

められた場合には、是正に向けた指導を行っている。また、雇用の分野における男女の

均等な機会及び待遇の確保等に関する法律及び育児休業、介護休業等育児又は家族介

護を行う労働者の福祉に関する法律についても、労働者派遣法第４７条の２及び第４

７条の３により、派遣元事業主・派遣先事業主の双方に対し、適用されており、妊娠、

出産、育児休業及び介護休業等を理由とした不利益取扱いを禁止している。 

 

（ⅲ）改正派遣法と条約第１１条との関係 

２０１５年に労働者派遣法が改正され、派遣元事業主に対し、派遣労働者に対する

計画的な教育訓練や、希望者へのキャリアコンサルティングが義務化されたほか、雇

用の安定の観点では従来は一定の有期雇用派遣労働者等について、無期雇用への転換

推進措置を講じることを努力義務として課していたところであるが、改正により、派

遣労働者の派遣元事業主に対し、派遣期間終了時の時の雇用を維持するための措置と

して、①派遣先への直接雇用の依頼②新たな就業機会（派遣先）の提供③派遣元での無

期雇用④その他安定した雇用の継続が確実に図られると認められる措置 のいずれか

を講じることを義務※づけた。（※３年間雇用が見込まれる労働者については義務、１

年以上３年未満の雇用が見込まれる労働者は努力義務。） 

さらに、２０１８年に労働者派遣法が改正され（２０２０年４月１日施行）、派遣労

働者の公正な待遇の確保を図るため、派遣元事業主に対し、派遣先の通常の労働者と

の均等・均衡待遇又は一定の要件を満たす労使協定による待遇の確保が義務化された。 

 

（２）第１０条及び第１４条 苦情調査及び適切な救済  

（ｉ）民間職業仲介所の派遣労働者あっせんの活動に関して受理した苦情の件数及び性質 

労働者派遣をする事業主又は派遣先が労働者派遣法等に違反する事実がある場合に

おいては、派遣労働者は、その事実を厚生労働大臣に申告することができることとさ

れており、２０２１年度における労働者派遣事業等に関する厚生労働大臣に対する申

告は６９件であり、例えば、偽装請負に係るものがあった。 

 

（ⅱ）条約の規定に違反する事態に利用可能な救済、それら救済の適切性の評価及び苦情

申立人に関する性、年齢、産業別に分類された統計に関する情報 

労働者派遣をする事業主又は派遣先が労働者派遣法等に違反する事実がある場合に

おいては、派遣労働者は、その事実を厚生労働大臣に申告することができることとさ
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れており、また、労働者派遣をする事業主又は派遣先は、上記申告をしたことを理由と

して、派遣労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならないこととされて

おり（労働者派遣法第４９条の３）、適切な保護を図っている。なお、苦情申立人に関

する性、年齢及び産業別に分類された統計に関する情報は把握していない。 

 

（３）第１１条 民間職業仲介事業所に雇用される労働者の十分な保護を確保するための

措置  

（ｉ）派遣労働者の雇用安定の増進及びキャリアの進展並びに処遇の均等の確保について

の改正法の実際の適用。改正法の適用に責任を持つ行政機関又は裁判所が条約第１１条適

用に関連する事項を含んだ決定を行っているか。 

派遣労働者の雇用安定の増進及びキャリアの進展並びに処遇の均等の確保について

の改正法の実際の適用状況について、２０２０年度の事業報告によると、同年度にキ

ャリアコンサルティングを希望し実施した人数は３７７，４１８人、キャリアアップ

に資する教育訓練を受講した延べ人数は３,２３６,１５２人、いずれかの雇用安定措

置を講じた人数は５４７，９８４人となっている。 

派遣労働について、２０２２年度に日本政府が民間企業に委託した調査によると、

２０２０年４月に施行された改正労働者派遣法への対応をきっかけに賃金を上げたと

回答した派遣元事業所の割合は５３．３％となっている。 

 ２０１８年の労働者派遣法改正により派遣元事業主に対し義務化された派遣先の通

常の労働者との均等・均衡待遇又は一定の要件を満たす労使協定による待遇の確保に

ついて、２０２０年度の文書指導件数は派遣元事業主に対して５，９５５件そして派

遣先に対して２５９件である。  

裁判所も条約第１１条の適用に関連する事項を含んだ決定を行っている。２０２２

年６月には、２０１５年に改正された規定である労働者派遣法第４０条の６に基づき、

違法に派遣された労働者について、当該労働者の意向に基づき、派遣先と労働者との

間の雇用契約の成立を認定する判決が最高裁判所で確定した。 

 

３．質問（ｃ）について 

職業紹介事業については、２０２０年度の事業報告によると、許可を受けた職業紹

介事業者の新規求職申込件数は１７，３４６，１１２件であった。また、２０２０年度

には、職業安定法違反等として職業紹介事業者に対して、１，９６７件の文書指導、３

件の改善命令、２件の事業停止命令及び３件の許可取り消し等を行った。職業安定法

違反により検察庁で通常受理した人員は、２０２０年（２０２０年１月１日から１２

月３１日）において、１２９人である。 

労働者派遣事業については、２０２０年度の事業報告によると、派遣労働者数は１，

５６２，０９０人であり、うち６１０，６８３人は無期雇用派遣労働者であった。ま

た、２０２０年度には、労働者派遣法違反等として、８，２５８件の文書指導、６件の

改善命令、２件の事業停止命令及び１０件の許可取消等を行った。労働者派遣法違反

により検察庁で通常受理した人員は、２０２０年（２０２０年１月１日から１２月３

１日）において、３８人である。 

上記の他、（労働者派遣事業以外の）船員派遣事業については、２０１９年度の事業

報告によると、派遣船員として雇用されている船員の一日あたりの平均数は２，９４

７人であり、派遣された船員の一日の平均数は８１２人であった。また、２０２１年度
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には、船員職業安定法違反に対して、０件の文書指導を行った。 

 

４．質問（ｄ）について 

  本報告の写しを送付した代表的労使団体は以下のとおり。 

  （使用者団体）一般社団法人 日本経済団体連合会 

  （労働者団体）日本労働組合総連合会 

 

５．質問（ｅ）について 

  関係する労働者団体及び使用者団体から意見は受け取っていない。 


